
                          Ｈ２７．７．２１（火） 

    決算特別委員会総務文教分科会    午後２時３０分～ 

                           第３委員会室 

 

 

１ 開  議 

 

 

２ 案件 

  ○事務事業評価項目の選定について 

     

 

 

 

 

３ その他 

   

 

   

 



これまでの事務事業評価結果（総務文教分科会）

２１年度（２０年度決算） 評価結果 ２２年度（２１年度決算） 評価結果 ２３年度（２２年度決算） 評価結果 24年度（23年度決算） 評価結果 25年度（24年度決算） 評価結果 26年度（25年度決算） 評価結果

セーフコミュニティ推進事業 セーフコミュニティ推進事業 拡充 セーフコミュニティ推進事業 継続

まちづくり推進経費

学校建設事業費（小・中） 学校建設事業費（小・中） 継続

情報教育推進経費（小・中） 情報教育推進事業 改善

体育施設整備事業

地域イントラネット管理事業 改善 地域イントラネット管理事業 縮小

ガレリアかめおか管理運営事業 縮小

小学校運営事業 改善

通学安全対策事業 拡充

商工業振興対策経費 終了

財団活動経費 改善

庁舎維持管理経費 改善

災害対策経費 拡充

学校施設管理経費 改善 学校施設管理経費 継続

一般図書館経費 拡充

教育研究所事業経費 縮小 教育研究所事業経費 継続

財産管理経費 改善

夢ビジョンシンボルプロジェク
ト推進事業

継続

生涯学習かめおか財団活動
補助・指定管理事業

継続

就学奨励事業 継続

放課後児童対策事業 拡充

人権啓発・人権教育事業

その他
（統廃
合・縮
小）

文化センター運営経費・
児童館運営経費

継続

大規模スポーツ施設関連事
業経費

継続

出され
た意見
を羅列



平成２６年度事務事業評価（平成２５年度決算）

事業・経費 担当部 ２４年度決算額 ２５年度予算額 ２５年度決算額 ２６年度予算額 事業概要 選定時意見 論点等
（参考）昨年の決算審査時
質疑答弁より

1
大規模スポーツ施設関
連事業経費

政策推進室 130,000 93,680,000 24,003,060 2,500,000

　にぎわいのあるまちづくりの推進
等を図るため、亀岡市のあらたな
顔となる大規模スポーツ施設（京
都府の専用球戯場）の整備を促進
する。

　市民の関心が高く、市民生活
にも影響を与える事業である。

①他事業との関連、連携はどうか。
②どのような経済効果が見込まれる
か。
③当初予算額と決算額との差異は。

　―

2
文化センター運営経
費・児童館運営経費

生涯学習部 31,147,881 35,729,000 33,660,055 34,918,000

　周辺地域を含めた地域社会全
体における福祉の向上と、人権啓
発を図る住民交流活動を推進す
る拠点施設として、また、児童の
健全育成を図る拠点施設として、
文化センター・児童館を管理運営
する。

　事業目的やその達成状況は
どうか。

①事業目的を明確にしたうえで、具体
的な数値も含めた達成状況はどうか。
②事業内容、周辺地域も含めた利用
率、人の配置等の現状を踏まえ、今後
における、根本的なあり方の検討はど
うか。
③館の集約化の経過や現状はどう
か。

　館の集約化は、天川、東
部、保津の３館で、Ｈ２６には
保津ケ丘を保津に一本化す
る。馬路はまずは地元区民に
意見を聞いて進めていきた
い。中核館の位置づけとして
東部は耐震診断をしており、
エレベーター設置を進めてい
る。犬甘野児童館について
も、地元の意見を聞く中で、
集約化を進めている。

3 教育研究所事業経費 教育部 18,010,014 18,460,000 18,547,144 17,868,000

　生涯学習の基盤を培う教育の振
興等を図るため、教職員研修・教
育相談・適応指導教室・学習活動
支援等の事業を実施する。

　一般財源の負担が多い中
で、その位置付けや事業効果
は。
　嘱託職員の職務状況は。

①利用実績を踏まえた費用対効果は
どうか。
②具体的な事業効果は。
③前回の評価（「縮小」）後、現在まで
の取組み状況と、今後の方向性は。

　―

4
学校施設管理経費
（小学校費・中学校費）

教育部 187,296,075 202,543,000 204,224,334 221,834,000

　小・中学校における安全対策及
び施設の維持管理のため、校舎
等の損傷、故障個所の修繕等を
図り、教育環境の改善に努める。

　エアコンの調査もされたが、
今後の具体的な対応は。
　雨漏り等、優先的な対応が必
要と思われるものの整備状況
は。

①修繕要望に対する対応、及び達成
率はどうか。
②学校長の裁量で、どの程度修繕等
の対応が可能か。
③学校施設の耐震化工事完了（平成
27年度）後における、エアコン整備の
方向性は。

　―



日
程

９月２６日（木）13:00～　環境厚生分科会
９月２７日（金）10:00～　産業建設分科会
９月３０日（月）10:00～　総務文教分科会

（担当部入室）

担
当
部
説
明

担当部から説明を受けます。
（事務事業評価資料に基づく）

個
人
評
価

討
　
議
・

質
　
疑
・

評価の判断材料として、説明に対する質疑を行います。
委員の意見を出し合い、自由に討議を行います。
質疑・討議を行いつつ各委員が個人評価を行います。（個人評価表の記入）

ま
と
め

個人評価から分科会の評価結果をまとめます。
　○評価項目（休止、廃止、継続等）の決定
　○評価に至った理由、提案等
※ほぼまとまった段階で、担当部の意見を求めます。

（担当部退室）

事務事業評価

担当部・事務事業ごとの評価フロー

各分科会で決定

別紙№２



決算事務事業評価に向けて 

 

目的 

事業の問題点を明らかにし、行政側に次年度予算において反映させること。 

 

☆事業選定について 

（留意点） 

抽象的な議論、結論で終わらないよう、具体的な事務事業レベルで選定する。 

  

対象とすべき事業 

・市民の関心が高い、市民生活と密接した事業。 

・今後も継続予定の事業で、目的に対する成果が見えにくいもの。 

・市民ニーズの変化等に対応して、新たな視点を導入して改善すべき事業。 

・民間、国、府が行う他の事務事業と事業目的や成果が重複しているもの。 

 

明確な理由がない限り対象外とすべき事業 

・小規模な事業 

・一般財源の割合が少ない事業（国・府補助事業など） 

・今後終了を予定している事業 

・新規事業で成果がまだ表れていないと判断し得る事業 

・法定受託事業や一般管理経費など 

 

具体的な問題点を提示して、事業選定を行うこと。 


